
 『キャリア教育推進特区変更申請』新旧対照表 
新 旧 

構造改革特別区域計画 
１～４（略） 
 
５ 構造改革特別区域計画の意義 
    （略） 

（削除） 
 
 
 
 
 
 

 
（略） 

 
６ 構造改革特別区域計画の目標 

（略） 
 
７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済

的社会的効果 

 （１）学校設置による社会的効果 
   （略） 

②株式会社による大学・専門職大学院が設置され、実務専門

教育が実施されることにより、高度なキャリア教育を受け、

実社会で即戦力となる人材が育成され、地元企業に即戦力

として就業する。さらに、高度な能力を持つ学内の研究者

や教授陣が地域社会と交流し、地元企業におけるＩＴ技術

や経営面でのアドバイザーや地域コミュニティの活性化に

おけるコーディネーターといった牽引的な役割を果たすこ

とにより、人材交流や産学連携の活性化が期待できる。 
地元雇用人材 

平成 20 年度       149 人  
平成 21 年度       153 人  
平成 22 年度        153 人 

（略） 
 （２）学校設置による経済的効果 

（略） 
＊【株式会社による大学及び専門職大学院開設の場合の消費 

構造改革特別区域計画 
１～４（略） 
 
５ 構造改革特別区域計画の意義 
   （略） 
    また、株式会社グロービスは、経営学分野における高度な人材の

育成を目的に、年間数百コースの通学制カリキュラムや通信教育

を、社会人を中心とした受講生や企業に提供しており、同社が設置

する専門職大学院は、経営学分野における理論と実践を融合したＭ

ＢＡ（経営学修士号）教育を行うことで、トップマネジメントに近

い立場での、あるいはベンチャー起業家としての、専門能力を備え

た人材を輩出することが期待できる。 
      （略） 
 
６ 構造改革特別区域計画の目標 

（略） 
 
７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済

的社会的効果 

 （１）学校設置による社会的効果 
   （略） 

②株式会社による大学・専門職大学院が設置され、実務専門

教育が実施されることにより、高度なキャリア教育を受け、

実社会で即戦力となる人材が育成され、地元企業に即戦力

として就業する。さらに、高度な能力を持つ学内の研究者

や教授陣が地域社会と交流し、地元企業におけるＩＴ技術

や経営面でのアドバイザーや地域コミュニティの活性化に

おけるコーディネーターといった牽引的な役割を果たすこ

とにより、人材交流や産学連携の活性化が期待できる。 
地元雇用人材 

平成 19 年度       71 人  
平成 20 年度      111 人  
平成 21 年度       111 人 

（略） 
 （２）学校設置による経済的効果 

（略） 
＊【株式会社による大学及び専門職大学院開設の場合の消費 
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需要の試算】 
２０年度から２３年度までの４年間で延べ 8,875 名の学生

数（通信制 903 名を含む）が見込まれる。学生が年間で８

ヶ月通学し、１ヶ月１名当たり３万円の消費をなすと仮定す

ると、４年間で 19 億 2,700 万円の消費需要（通信制はスク

ーリング期間、年 2 週間で換算）が期待できる。 
また、教員についても４年間で延べ 2,398 名が見込まれ、

年間８ヶ月・１ヶ月３万円の仮定で計算すると、４年間で 5
億 7,600 万円の消費需要が発生する。 

さらに職員については延べ 444 名が見込まれ、４年間で 1
億 6,000 万円の消費需要を見込むことができる。 
以上の通り、学校設置により概ね 26 億 6,300 万円の消費需

要が期待できる。今後の事業者の拡大によっては、この効果

がさらに期待できる。 
 
８ 特定事業の名称 
    ・816      学校設置会社による学校設置事業 

    （削除） 
 

・811         校地面積基準の引き下げによる大学等設置事業

   ・828         運動場に係る要件の弾力化による大学設置事業

   ・829         空地にかかる要件の弾力化による大学設置事業

 
９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようと

する特定事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画

の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項 

 （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

需要の試算】 
１９年度から２２年度までの４年間で延べ 9,635 名の学生

数（通信制 903 名を含む）が見込まれる。学生が年間で８

ヶ月通学し、１ヶ月１名当たり３万円の消費をなすと仮定

すると、４年間で 21 億 900 万円の消費需要（通信制はスク

ーリング期間、年 2 週間で換算）が期待できる。 
また、教員についても４年間で延べ 2,750 名が見込まれ、

年間８ヶ月・１ヶ月３万円の仮定で計算すると、４年間で 6
億 6,600 万円の消費需要が発生する。 
さらに職員については延べ 482 名が見込まれ、４年間で 1

億 7,400 万円の消費需要を見込むことができる。 
以上の通り、学校設置により概ね 29 億 4,300 万円の消費

需要が期待できる。今後の事業者の拡大によっては、この効

果がさらに期待できる。 
 
８ 特定事業の名称 
    ・816     学校設置会社による学校設置事業 
    ・801-1,821    校地・校舎の自己所有を要しない大学等設置事

業 
・811         校地面積基準の引き下げによる大学等設置事業 

   ・828         運動場に係る要件の弾力化による大学設置事業 
   ・829         空地にかかる要件の弾力化による大学設置事業 
 
９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようと

する特定事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画

の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項 

（略） 
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構造改革特別区域計画 別紙① 
１ （略） 
 
２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

① 株式会社東京リーガルマインド 
   代表取締役 反 町 勝 夫 
   住所：東京都千代田区大手町２－１－１ 
② デジタルハリウッド株式会社 

   代表取締役社長 藤 本 真 佐 
   住所：東京都千代田区神田駿河台２－３ 
（略） 
（削除） 

   
 

④ 株式会社栄光 
     代表取締役 北 山 雅 史 
     住所：埼玉県さいたま市南区南本町１－２－１３ 
 
３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 
    （略） 
 
４ 特定事業の内容 
    ＜事業関与主体＞ 

（略） 
（削除） 

④ 株式会社栄光 
    ＜事業が行われる区域＞ 

① 株式会社 東京リーガルマインド  
（略） 
（削除） 

・ 東京都千代田区三崎町２－７－１０ 
（削除） 
（削除） 

② デジタルハリウッド株式会社   
（略） 

・ 東京都千代田区神田練塀町３ 
③ 株式会社ビジネス・ブレークスルー 

構造改革特別区域計画 別紙① 
１ （略） 
 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
① 株式会社東京リーガルマインド 

   代表取締役 反 町 勝 夫 
   住所：東京都千代田区大手町２－２－１ 
② デジタルハリウッド株式会社 

   代表取締役社長 藤 本 真 佐 
   住所：東京都千代田区神田駿河台２－５－４ 
（略） 
④ 株式会社グロービス 

     代表取締役 堀  義 人 
住所：東京都千代田区二番町５－１ 

⑤ 株式会社栄光 
     代表取締役 北 山 雅 史 

住所：埼玉県さいたま市南区南本町１－２－１３ 
 
３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 
    （略） 
 
４ 特定事業の内容 
    ＜事業関与主体＞ 

（略） 
④ 株式会社グロービス 
⑤ 株式会社栄光 

    ＜事業が行われる区域＞ 
① 株式会社 東京リーガルマインド  

（略） 
・ 東京都千代田区三崎町２－２－１５ 
・ 東京都千代田区三崎町２－７－１０ 
・ 東京都千代田区三崎町２－３６－１ 
・ 東京都千代田区三崎町２－１－７ 

② デジタルハリウッド株式会社   
（略） 

・ 東京都千代田区神田練塀町地先 
③ 株式会社ビジネス・ブレークスルー 
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（略） 
・ 東京都千代田区神田練塀町３ 

（削除） 
 
④ 株式会社栄光 
 

    ＜事業の開始時期＞ 
    （略） 

平成１8 年 4 月～ 
（削除） 

④ 株式会社栄光 
 

 ＜事業により実現される行為＞ 
    株式会社東京リーガルマインド、デジタルハリウッド株式会

社、株式会社ビジネス・ブレークスルー、（削除）株式会社栄光

を大学・専門職大学院の設置主体として認める。    
 ㈱東京ﾘｰｶﾞﾙ

ﾏｲﾝﾄﾞ 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾊﾘｳｯﾄﾞ

㈱ 
㈱ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾌﾞﾚ

ｰｸｽﾙｰ 
㈱栄光 

大学 
名称 

LEC 東京ﾘｰ 
ｶﾞﾙﾏｲﾝﾄﾞ大 
学 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾊﾘｳｯﾄﾞ

大学 
ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾌﾞﾚｰｸ

ｽﾙｰ大学院大 
学 

日本教育 
大学院 
大学 

学部 
･学科
（収容

定員）

総合ｷｬﾘｱ学 
部総合ｷｬﾘｱ 
学科     
（700 名） 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾐｭﾆｹｰ

ｼｮﾝ学部ﾃﾞｼﾞﾀ

ﾙｺﾝﾃﾝﾂ学科 
（1000 名） 

  

研究 
科･ 
専攻 
（収 
容定 
員） 

大学院高度 
専門職研究 
科会計専門 
職専攻 
（120 名） 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝ 
ﾂ研究科 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝ 
ﾂ専攻 
（160 名） 

経営学研究 
科経営管理 
専攻 
（240 名） 
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾘｾﾞｰｼｮ

ﾝ専攻   
（160 名） 

学校教育 
研究科学 
校教育専 
攻 
（160 名）

 
 

学位 
名称 
 

学士（ｷｬﾘｱ 
開発） 
会計修士 
（専門職） 

 

学士（ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺ

ﾝﾃﾝﾂ） 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂﾏ

ﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ修士

（専門職） 

経営管理修士

（専門職） 
学校教育 
修士（専門

職） 

課程 通学制 通学制 通信制 通学制  

（略） 
・ 東京都千代田区九段北４－１－３ 

④ 株式会社グロービス 
・東京都千代田区二番町５－１ 

⑤ 株式会社栄光 
 

    ＜事業の開始時期＞ 
    （略） 

平成１8 年 4 月～ 
④ 株式会社グロービス 
⑤ 株式会社栄光 

 
＜事業により実現される行為＞ 

   株式会社東京リーガルマインド、デジタルハリウッド株式会 
社、株式会社ビジネス・ブレークスルー、株式会社グロービス、

株式会社栄光を大学・専門職大学院の設置主体として認める。  
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５ 当該規制の特例措置の内容 
  （略） 

（削除) 
 
 
 
（略） 
４社とも株式会社であることを生かし、それぞれの専門分野に特

化した高度な職業教育に実績があり、これまでに培った教育のノウ

ハウを大学・大学院教育に活用できるものと考えられる。 
  （略） 
  なお、各事業者が大学・専門職大学院を設置するにあたっては、

千代田区においても、定期的に経営状況報告書を提出させたり、経

営内容変更時に事前相談を義務付けるなどして、経営状況の把握に

努めるとともに、本区と同様の事業者による大学を設置している大

阪市と情報交換及び情報共有を行うものとする。さらに、万一経営

に著しい支障が生じ、又は生じるおそれがあると認められる場合に

備え、学生の適切な修学を維持できるよう、千代田区内部の担当を

予め決めておき、近隣所在の大学等の転入学に関する情報収集、協

力要請に努める。また、そうした事態が生じた場合には、専門の相

談窓口を設け、各事業者との連携により、学生から他校への転入学

に関する希望を聴取し、転入学可能な学校に関する情報収集、紹介

を行うこととする。これらのセーフティーネットが担保されるため

に、千代田区は各株式会社との間で協定書を結ぶこととしており、

株式会社東京リーガルマインドとデジタルハリウッド株式会社、株

式会社ビジネス・ブレークスルー、（削除）株式会社栄光とは既に

締結済である。 
 
 

５ 当該規制の特例措置の内容 
  （略） 

株式会社グロービスでは、社会人を対象に経営学分野における理

論と実践を融合した教育を提供しており、同社が設置する専門職大

学院は、トップマネジメントに近い立場の人材、あるいはベンチャ

ーを起業する人材を輩出することが期待できる。 
（略） 
５社とも株式会社であることを生かし、それぞれの専門分野に特

化した高度な職業教育に実績があり、これまでに培った教育のノウ

ハウを大学・大学院教育に活用できるものと考えられる。 
  （略） 

なお、各事業者が大学・専門職大学院を設置するにあたっては、 
千代田区においても、定期的に経営状況報告書を提出させたり、経 
営内容変更時に事前相談を義務付けるなどして、経営状況の把握に 
努めるとともに、本区と同様の事業者による大学を設置している大 
阪市と情報交換及び情報共有を行うものとする。さらに、万一経営 
に著しい支障が生じ、又は生じるおそれがあると認められる場合に 
備え、学生の適切な修学を維持できるよう、千代田区内部の担当を 
予め決めておき、近隣所在の大学等の転入学に関する情報収集、協 
力要請に努める。また、そうした事態が生じた場合には、専門の相 
談窓口を設け、各事業者との連携により、学生から他校への転入学 
に関する希望を聴取し、転入学可能な学校に関する情報収集、紹介 
を行うこととする。これらのセーフティーネットが担保されるため 
に、千代田区は各株式会社との間で協定書を結ぶこととしており、 
株式会社東京リーガルマインドとデジタルハリウッド株式会社、株 
式会社ビジネス・ブレークスルー、株式会社グロービス、株式会社 
栄光とは既に締結済である。 
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（削除） 

 
 
 
 

 

構造改革特別区域計画 別紙② 
 
１ 特定事業の名称 
    801-1、821   校地・校舎の自己所有を要しない大学等設置事業 
 
２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

① 株式会社東京リーガルマインド 
   代表取締役 反 町 勝 夫 
   住所：東京都千代田区大手町２－２－１ 
② デジタルハリウッド株式会社 

   代表取締役社長 藤 本 真 佐 
   住所：東京都千代田区神田駿河台２－３ 
③  株式会社ビジネス・ブレークスルー 

         代表取締役 大 前 研 一 
         住所：東京都千代田区六番町１－７ 

④ 株式会社グロービス 
   代表取締役 堀  義 人 

住所：東京都千代田区二番町５－１ 
⑤ 株式会社栄光 

    代表取締役 北 山 雅 史 
住所：埼玉県さいたま市南区南本町１－２－１３ 
 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 
     構造改革特別区域計画の変更の認定を受けた日 
 
４ 特定事業の内容 
    ＜事業関与主体＞ 

① 株式会社 東京リーガルマインド 
② デジタルハリウッド株式会社 
③ 株式会社ビジネス・ブレークスルー 
④ 株式会社グロービス 
⑤ 株式会社栄光 

    ＜事業が行われる区域＞ 
① 株式会社 東京リーガルマインド  

・ 東京都千代田区三崎町２－２－６ 
・ 東京都千代田区三崎町２－２－１２ 
・東京都千代田区三崎町２－２－１４ 
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（削除） 

 

 
 
 
 

 

・ 東京都千代田区三崎町２－２－１５ 
・ 東京都千代田区三崎町２－７－１０ 
・ 東京都千代田区三崎町２－３６－１ 
・ 東京都千代田区三崎町２－１－７ 

② デジタルハリウッド株式会社   
・ 東京都千代田区神田駿河台２－３ 
・ 東京都千代田区外神田 1－１８－１３ 
・ 東京都千代田区外神田３－１－１６ 
・ 東京都千代田区神田練塀町地先 

③ 株式会社ビジネス・ブレークスルー 
・ 東京都千代田区六番町１－７ 
・ 東京都千代田区九段北４－1－３ 

      ④ 株式会社グロービス 
   ・東京都千代田区二番町５－１ 

⑤ 株式会社栄光 
・東京都千代田区二番町８－２ 

＜事業の開始時期＞ 
       平成１６年 4 月～ 

① 株式会社 東京リーガルマインド  
② デジタルハリウッド株式会社 

       平成１７年 4 月～ 
③ 株式会社ビジネス・ブレークスルー 

平成１８年４月～ 
      ④ 株式会社グロービス 

⑤ 株式会社栄光 
＜事業により実現される行為＞ 

      校地・校舎借用による大学・専門職大学院 
 
５ 当該規制の特例措置の内容 

事業者が設置を希望する地域においては教育上の特段のニーズ

があるが、当該地域において校地・校舎を自己所有することは困難

であると認められる。 
（１）教育上の特段のニーズについて 
本計画を実施する地域は官公庁、大学、研究所、民間企業等（以下、 

「諸機関」）が集積している都心部である。キャリアアップ志向の強

い人々が多いことから専門・高度な職業能力を自ら育成したいとい

うニーズは特に高い。このような地域に設置することによって、 
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（削除） 

 
 
 
 

 

設置地域から地理的に近い地域の職業人に、就業時間後でも通える

専門教育の機会を提供し、地域の活性化へと繋げることができる。

さらにこれらの地域に大学・大学院等を設置することによりその地

域に勤務する研究者や異業種の実務家の交流が生じることを期待

できるほか、地域企業への労働力供給、学生にとっての実務実習の

場の提供を誘導することにも繋がる。 
以上より、同地域には教育上の特段のニーズがあると認められる。 

（２）校地・校舎を自己所有することが困難な理由について 
 本計画の事業体等は株式会社である。株式会社は、学校法人と違

って補助金を受け取っていないうえに、法人税・固定資産税等を納

入し、市場原理に基づいて事業を行っている。一方、事業者から学

校を設置する地域は、企業等が集積し地価の高い商業地域であり、

各事業者が借り受けている敷地の土地価額は、株式会社東京リーガ

ルマインドでは９億円、デジタルハリウッド株式会社では１１億円、

株式会社ビジネス・ブレークスルーでは２０億円、株式会社グロー

ビスでは３５億円、株式会社栄光では６億円を超えている。 
  このような地域では市場原理に基づいて、事業者はオフィスビル 
のテナントを賃借という形で借り受けて事業を営むのが通常であ 
る。市場原理に基づいて教育サービスを提供する株式会社が、地価 
の非常に高い地域において校地・校舎を自ら所有して事業を行うこ 
とは、経営的にも過大なリスクを背負うことになる。このような地 
価が高い地域においては、施設を自己所有することよりも、教師陣 
や教育内容の充実に充てる方が有益である。 

以上より、本計画を実施するにあたって、各事業者に自己所有の 
校地・校舎の取得を求めることは困難であると認める。 
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構造改革特別区域計画 別紙② 
１ （略） 
 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
   デジタルハリウッド株式会社   

代表取締役社長 藤 本 真 佐 
住所：東京都千代田区神田駿河台２－３ 

 
３ （略） 

 

４ 特定事業の内容 

（略） 

＜事業が行われる区域＞ 

・東京都千代田区神田駿河台２－３ 
・東京都千代田区外神田 1－１８－１３ 
・東京都千代田区外神田３－１－１６ 
・東京都千代田区神田練塀町３ 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 
（削除）事業者が希望する地域においては教育上の特段のニーズ

があるため、デジタルハリウッド株式会社は、土地建物の集積が極

めて高いターミナル駅近辺の中心市街地で大学の運営を行う。この

ため、当該大学は大学設置基準第 37 条に校地として規定されてい

る面積を満たすスペースを確保するのは、非常に困難な状況にあ

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 

構造改革特別区域計画 別紙③ 
１ （略） 
 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
    デジタルハリウッド株式会社   

代表取締役社長 藤 本 真 佐 
住所：東京都千代田区神田駿河台２－５－４ 

 
３ （略） 

 

４ 特定事業の内容 

（略） 

＜事業が行われる区域＞ 

・東京都千代田区神田駿河台２－３ 
 

 

 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 
別紙②と同様に、事業者が希望する地域においては教育上の特段 

のニーズがあるため、デジタルハリウッド株式会社は、土地建物の

集積が極めて高いターミナル駅近辺の中心市街地で大学の運営を

行う。このため、当該大学は大学設置基準第 37 条に校地として規

定されている面積を満たすスペースを確保するのは、非常に困難な

状況にある。 
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構造改革特別区域計画 別紙③ 
１ （略） 
 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
① 株式会社東京リーガルマインド 

   代表取締役 反 町 勝 夫 
   住所：東京都千代田区大手町２－1－１ 
② デジタルハリウッド株式会社 

   代表取締役社長 藤 本 真 佐 
   住所：東京都千代田区神田駿河台２－3 

 
３ （略） 

 

４ 特定事業の内容 

（略） 
＜事業が行われる区域＞ 

① 株式会社 東京リーガルマインド  
（略） 
（削除） 

・ 東京都千代田区三崎町２－７－１０ 
（削除） 
（削除） 

② デジタルハリウッド株式会社   
（略） 
東京都千代田区神田練塀町３ 

（略） 
 
５ 当該規制の特例措置の内容 

（削除）事業者が希望する地域においては教育上の特段のニーズ

があるため、株式会社東京リーガルマインドとデジタルハリウッド

株式会社は、土地建物の集積が極めて高いターミナル駅近辺の中心

市街地で大学の運営を行う。このため、キャンパス近隣に運動場を

設けるスペースが存在しない。（削除） 
 
（略） 

 

 

構造改革特別区域計画 別紙④ 
１ （略） 
 
２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

① 株式会社東京リーガルマインド 
   代表取締役 反 町 勝 夫 
   住所：東京都千代田区大手町２－２－１ 
② デジタルハリウッド株式会社 

   代表取締役社長 藤 本 真 佐 
   住所：東京都千代田区神田駿河台２－５－４ 

 
３ （略） 

 
４ 特定事業の内容 
    （略）  
    ＜事業が行われる区域＞ 

① 株式会社 東京リーガルマインド 
（略） 

・ 東京都千代田区三崎町２－２－１５ 
・ 東京都千代田区三崎町２－７－１０ 
・ 東京都千代田区三崎町２－３６－１ 
・ 東京都千代田区三崎町２－１－７ 

② デジタルハリウッド株式会社  
（略） 

・ 東京都千代田区神田練塀町地先 
   （略） 
 
５ 当該規制の特例措置の内容 

別紙②と同様に、事業者が希望する地域においては教育上の特段 

のニーズがあるため、株式会社東京リーガルマインドとデジタルハ

リウッド株式会社は、土地建物の集積が極めて高いターミナル駅近

辺の中心市街地で大学の運営を行う。このため、キャンパス近隣に

運動場を設けるスペースが存在しない。LEC 東京リーガルマイン

ドの場合、運動場はキャンパスから離れた場所に設置されている

が、このような運動場は、学生のニーズに応じた利用がほとんどさ

れていないのが実情である。 
（略） 
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構造改革特別区域計画 別紙④ 
１ （略） 
 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
① 株式会社東京リーガルマインド 

   代表取締役 反 町 勝 夫 
   住所：東京都千代田区大手町２－1－１ 
② デジタルハリウッド株式会社 

   代表取締役社長 藤 本 真 佐 
   住所：東京都千代田区神田駿河台２－3 

 
３ （略） 

 

４ 特定事業の内容 

（略） 
＜事業が行われる区域＞ 

① 株式会社 東京リーガルマインド  
（略） 
（削除） 

・ 東京都千代田区三崎町２－７－１０ 
（削除） 
（削除） 

② デジタルハリウッド株式会社   
（略） 
東京都千代田区神田練塀町３ 

（略） 
 
５ 当該規制の特例措置の内容 

（削除）事業者が希望する地域においては教育上の特段のニーズ

があるため、株式会社東京リーガルマインドとデジタルハリウッド

株式会社は、土地建物の集積が極めて高いターミナル駅近辺の中心

市街地で大学の運営を行う。このため、大学設置基準第 34 条に定

められている「学生の休息・その他に利用するのに適当な空地」の

ようなスペースを校舎とは別に確保するのは非常に困難な状況に

ある。 

（略） 

 

構造改革特別区域計画 別紙⑤ 
１ （略） 
 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
① 株式会社東京リーガルマインド 

   代表取締役 反 町 勝 夫 
   住所：東京都千代田区大手町２－２－１ 
② デジタルハリウッド株式会社 

   代表取締役社長 藤 本 真 佐 
   住所：東京都千代田区神田駿河台２－５－４ 

 
３ （略） 

 
４ 特定事業の内容 
    （略）  
    ＜事業が行われる区域＞ 

① 株式会社 東京リーガルマインド 
（略） 

・ 東京都千代田区三崎町２－２－１５ 
・ 東京都千代田区三崎町２－７－１０ 
・ 東京都千代田区三崎町２－３６－１ 
・ 東京都千代田区三崎町２－１－７ 

② デジタルハリウッド株式会社  
（略） 

・ 東京都千代田区神田練塀町地先 
   （略） 
 
５ 当該規制の特例措置の内容 
 別紙②と同様に、事業者が希望する地域においては教育上の特段

のニーズがあるため、株式会社東京リーガルマインドとデジタルハ

リウッド株式会社は、土地建物の集積が極めて高いターミナル駅近

辺の中心市街地で大学の運営を行う。このため、大学設置基準第 34
条に定められている「学生の休息・その他に利用するのに適当な空

地」のようなスペースを校舎とは別に確保するのは非常に困難な状

況にある。 
（略） 

 




